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令和元年度補正予算

生産設備におけるエネルギー使用合理化等
事業者支援事業費補助金

省エネルギー量・生産性向上率の計算の手引き



本手引きは、「令和元年度補正予算 生産設備におけるエネルギー使用合理化等事業者支援事業費補

助金（以下、「本事業」という）」における省エネルギー量、及び生産性向上率の計算の詳細について説

明したものです。

本手引きをよく読み、既存設備、及び導入予定設備の情報を補助事業ポータルに登録後、省エネルギー

量、及び生産性向上率の計算を行ってください。

なお、計算を終えたら再度「交付申請の手引き」に戻り「5-5 見積・発注情報を登録する」に進んでくださ

い。

はじめに
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第1章 考え方の説明と計算方法の検討

１－１ 計算方法の概要

 本手引きの概要

本手引きは、別途公開の「交付申請の手引き」の説明に沿って決定した導入予定設備の情報等を補助事業ポー
タルに入力し、省エネルギー量、及び生産性向上率を計算する手順を説明しています。

 補助事業ポータルに入力する情報は、導入予定設備のほか、現在使用している設備（以下、「既存設備」と
いう）や更新範囲（※）の情報等があります。※更新範囲については、P.13を参照してください。

 具体的な計算方法として、補助事業ポータル上で「指定計算」と「独自計算」を用意しており、申請者は設備
区分毎にいずれかの計算方法を選択して、情報登録、及び計算を行います。

 計算方法によって、入力に当たって参照する書類や計算の考え方が異なりますので、後述の「■省エネルギー
量・生産性向上率の計算方法」をよく読んで、導入予定設備の省エネルギー量、及び生産性向上率を報告す
るためにより適切な計算方法を選択してください。

本章で、まず「指定計算」と「独自計算」について説明後、計算の目的である「省エネルギー量」と「生産性向上率」
の定義等を説明します。次章で、補助事業ポータルにおける各情報の入力方法を説明します。

 省エネルギー量・生産性向上率の計算方法

本事業では、生産設備の更新によって省エネルギー量と生産性向上率、どちらも向上が見込まれることが要件
です。省エネルギー量、及び生産性向上率を計算するために「指定計算」と「独自計算」の２つの計算方法を用意
しています。各計算方法の概要は、下表の通りです。

＜指定計算と独自計算の概要＞

次ページより、各計算方法の詳細について説明します。

計算方法 概要

指定計算

補助事業ポータル内の自動計算機能を利用して省エネルギー量、及び生産性向上率を計算する方法

補足

• ＳＩＩが指定する計算式を用い、メーカーから提供された「製品情報証明書」、及び事業
者が把握している稼働状況（年間稼働時間等）の値を補助事業ポータルに入力すること
で、省エネルギー量、及び生産性向上率を簡易に計算することができます。

• 既存設備の性能は、導入予定設備の一代前モデルの性能値を用いて計算を行います。

独自計算

計算式や使用する数値を独自に設定して省エネルギー量、及び生産性向上率を計算する方法

補足

• 既存設備のエネルギー使用量を把握し、かつ導入予定設備のエネルギー使用量、省エネ
ルギー量、及び生産性向上率も適切な根拠に基づいて推計を行える場合、独自に計算を
行い登録することができます。

• 省エネルギー量、及び生産性向上率の独自計算書（独自計算の過程（計算式と当該計
算式に至る考え方を示したもの）、及び計算に用いたデータの根拠資料）を提出する必要
があります。いずれの資料も、第三者にわかるような平易な書き方で示してください。
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１－２ 指定計算の考え方と利用時の注意事項

 指定計算の基本的な考え方

指定計算は、SIIが指定する計算式を用いて、省エネルギー量、及び生産性向上率を計算する方法です。
計算には以下の値を用います。
① 導入予定設備とその一代前モデルそれぞれの性能値
② 申請者が把握している既存設備の稼働状況（年間稼働時間等）

上記①の性能値を証明するものを「製品情報証明書」といい、様式はＳＩＩホームページよりダウンロードできます。
製品情報証明書は、導入予定設備のメーカーから発行してもらう必要があります。そのため、指定計算を用いて省
エネルギー量、及び生産性向上率を計算する場合は、メーカーに製品情報証明書の発行を依頼してください。
※製品情報証明書の入手方法の詳細については、P.6を参照してください。

上記②の、計算に使用する稼働状況は主に「年間稼働時間」を用います。（印刷機械の場合のみ、「年間生産
量」を基に計算することも可能です）
指定計算は、原則2019年1月から12月までの既存設備の稼働状況を基に、年間のエネルギー使用量、及び省
エネルギー量を計算します。この期間の稼働状況がわかる書類をお手元にご準備のうえ、指定計算を行ってください。

【指定計算において準備が必要な書類の例】
① メーカーから提供された「製品情報証明書」
② 既存設備の稼働状況が把握できる書類

例：稼働している時間が把握できる稼働日報等
（印刷機械の場合で年間生産量を基に計算する場合は、生産量が記された製造日報等も可）

なお、提出が必要な証憑書類については、P.47を参照してください。

 指定計算を利用する際の注意事項

1.製品情報証明書が発行されない場合

導入予定設備の製品型番によって、以下の場合は製品情報証明書が発行されない場合があります。
• 導入予定設備の一代前モデルがない場合
• 省エネルギー量、及び生産性向上率のいずれかの向上が見込まれない場合
そのため、指定計算での申請を検討する場合は、導入予定設備を決定した際に、メーカーに製品情報証明書
の発行可否を確認してください。
※ 万が一、メーカーより向上が見込まれない機種の製品情報証明書が発行されたとしても、それを用いて指定計算を

行うことはできません。
※ 製品情報証明書が発行されない製品型番の場合は、後述する独自計算を利用してください。既存設備と導入予

定設備それぞれの性能値を比較して、省エネルギー量、及び生産性向上率のいずれも向上が見込まれる場合は、
申請が可能です。独自計算の詳細についてはP.9を参照してください。

2.稼働条件の統一

年間稼働日数や年間生産量等の稼働条件は、「生産設備の更新前後で同じ」という前提で計算してください。
（ただし、加工速度等の向上によって稼働時間が短くなる場合を除きます）

指定計算
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 製品情報証明書入手の流れ

製品情報証明書入手の流れは、以下の通りです。

導入予定設備の決定 ３者見積を取得し、導入予定設備、及び発注先を決定します。

製品情報証明書の発行依頼

導入予定設備のメーカーに、入力が終わった様式のデータを渡し、発行
依頼をしてください。

※発注先（予定）が代理店等の場合、代理店等からメーカーへ発行
を依頼します。

補助事業ポータルに入力 補助事業ポータルの省エネ計算登録画面に必要項目を入力します。
※データ入力の際には、既存設備の稼働状況を入力する必要があります。

製品情報証明書の受領
メーカー等から製品情報証明書を受領します。
※必ず原本を受領してください。

メーカー等に製品情報証明書の
発行可否を確認

提出
入力完了後、他の必要申請書類と共に製品情報証明書をファイリングし、
ＳＩＩへ郵送します。

導入予定設備のメーカーに対し、製品情報証明書の発行が可能かどうか
確認します。
※発注先（予定）が代理店等の場合、代理店等からメーカーへ問合せ
を依頼します。

独自計算での申請準備 独自計算で申請する場合は、P.9を参照してください。

【独自計算で申請する場合】

１－３ 製品情報証明書

計算方法の検討
発行可否を基に、指定計算で申請するか、独自計算で申請するか検討
します。

製品情報証明書のダウンロード
と記入

製品情報証明書の様式をＳＩＩホームページよりダウンロードし、申請
者記入欄を入力します。
※発行依頼先のメーカーに、入力を依頼しても問題ありません。
※詳細は次ページを参照してください。

【指定計算で申請する場合】
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 製品情報証明書の発行依頼

製品情報証明書は、設備区分ごとに様式を用意しています。様式は、ＳＩＩホームページよりダウンロードできます。
様式は、申請者の記入する欄と、メーカーが記入する欄があります。

製品情報証明書をメーカーに発行依頼をするに当たり、まずは申請者が様式をダウンロードし、申請者記入欄に必
要事項を入力してください。入力が終わった様式のデータをメーカーに渡して、発行依頼をしてください。
※発注先（予定）が代理店等の場合、代理店等からメーカーへ発行依頼をしてください。

最終的に、メーカー記入欄が入力され、社印または代表印が押印された原本書類を、メーカーより受領してください。

＜製品情報証明書のイメージ＞ ※工作機械の場合

１－３ 製品情報証明書

メーカー記入欄

申請者記入欄

1

2

3

4
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 製品情報証明書の申請者記入欄

下表の説明を参考に、申請者記入欄を入力してください。
※発行依頼先のメーカーに、下記の入力を依頼しても問題ありません。

 製品情報証明書の受領後の確認

• 製品情報証明書は、原本をＳＩＩへ提出する必要がありますので、必ず原本を受領してください。

• 受領後、記入項目に抜け漏れがないか、エラー表示がないか、社印または代表印の押印があるか、ご確認くださ
い。記載に不備があった場合は、メーカーにお問い合わせください。

１－３ 製品情報証明書

No. 項目名 入力方法 説明 備考

事業者名 手入力 事業者名を入力してください。

事業実施場所住所 手入力
事業実施場所（導入予定設備を設置して
使用する場所）の住所を入力してください。

設備区分 固定表示 設備区分が固定表示されています。
導入予定設備の設備区分である
ことを確認してください。

設備種別 プルダウン
導入予定設備の種別をプルダウン選択してく
ださい。

プラスチック加工機械の場合は、
「射出成形機」と固定表示されて
います。

4
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 独自計算の基本的な考え方

独自計算は、計算式や使用する値等を申請者自身が独自に設定して、省エネルギー量、及び生産性向上率を
計算する方法です。
既存設備のエネルギー使用量を把握し、かつ導入予定設備のエネルギー使用量、省エネルギー量、及び生産
性向上率も適切な根拠に基づいて推計を行える場合に使用することができます。既存設備の計算を「独自計算」
で行った場合は、導入予定設備の計算も「独自計算」で行ってください。

申請者自身で計算するための準備が必要なほか、計算過程と根拠を示した証憑書類の提出が必要です。
提出が必要な証憑書類については、P.10、及びP.47をご確認ください。

【独自計算において準備が必要な証憑の例】
• 既存設備、導入予定設備の性能値が確認できる証憑（仕様書、カタログ等）
• 申請者が設定する値の根拠資料（設備能力設計書、仕様書等）
• 既存設備の電力使用量等の実測データ
• 省エネルギー量、及び生産性向上率の計算過程を示す資料
• その他、独自計算の妥当性を示せる根拠資料 等

なお、本事業の省エネルギー量は、電力削減量のみです。ガス、油など電気以外の削減量は加味しません。
（P.11「■省エネルギー量の考え方」を参照してください）

 独自計算を利用する際の注意事項

1.稼働条件の統一

• 年間稼働日数や年間生産量等の稼働条件は、「生産設備の更新前後で同じ」という前提で計算してください。
（ただし、加工速度等の向上によって稼働時間が短くなる場合を除きます）

2. エネルギー使用量（電力使用量）の妥当性

• 既存設備、及び導入予定設備それぞれの計算結果について、値が適切であるかを必ず確認してください。特に、
既存設備のエネルギー使用量（電力使用量）については、事業所全体のエネルギー使用量（電力使用量）
を示す検針票や請求書等の実績値と比較し、事業所全体に対する割合が適切であるか確認してください。

3. 補助事業ポータル入力時の注意

• 補助事業ポータルには、独自に計算した年間エネルギー使用量（年間電力使用量）と、生産性向上率を入
力してください。

• 省エネルギー量については、ポータル入力時に計算裕度を設定する工程があるため、事業者自身で計算する省
エネルギー量には、計算裕度を加味しないでください。

• 生産性向上率については、ポータル入力時に計算裕度を設定する工程はありませんので、事業者自身で計算
する生産性向上率については、計算裕度を加味してかまいません。

１－４ 独自計算の考え方と利用時の注意事項
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 独自計算を利用する場合に必要な証憑書類

以下の点を注意して、書類を用意してください。

＜計算過程説明書＞

・独自計算の考え方（計算過程の説明）

【既存設備】
○○kW × ○○h × ・・・・ ＝ ○○kWh/年

【導入予定設備】
○○kW × ○○h × ・・・・ ＝ ○○kWh/年

【生産性向上率】
○○ ÷ ○○ ・・・・ ＝ ○○％

年間エネルギー使用量（年間電力使用量）、
生産性向上率を算出し、
補助事業ポータルへ登録する

根拠書類

・製品カタログ
・仕様書
・稼働日報、製造日報
・実測データ、ログデータ
等

根拠書類の数値等を基に計算を行う

※計算に用いた根拠書類は必ず添付してください。

＜計算過程説明書の注意事項＞

• 第三者にもわかるように独自計算の考え方を平易に示し、計算に用いる数値の根拠について記載してください。

• 省エネルギー量及び生産性向上率の根拠、計算の前提となる数値、単位及び式等を具体的に記入してくださ
い。計算結果しか記載されていない場合は、追加で根拠書類の提出を求めることがあります。

• 電卓で計算過程を追える程度に記載してください。

• 複数設備を導入する場合は、設備ごとに省エネルギー量がわかるように記述してください。

• 既存設備、導入予定設備、それぞれの年間エネルギー使用量（年間電力使用量）を算出し、P.38、及び
P.40各画面の「エネルギー使用量（年間電力使用量）」に入力してください。

• 生産量や稼働時間等を単に減らすだけの省エネルギー量を計算に入れないでください。生産量や稼働時間等が
減る見込みの場合も、既存設備と導入予定後の稼働条件は同一のもので計算してください。（加工速度が向
上することによる稼働時間の減少は除く）

• 既存設備のエネルギー使用量（電力使用量）に、経年劣化を理由とした補正計算を加えないでください。
（実績値や測定値等から定量的に求める場合は除く）

• 原則、補機類等のエネルギー使用量（電力使用量）は含めないでください。

• 提出前に、既存設備の計算結果が実態に沿った妥当なものかどうか、可能な範囲で確認してください。（検針
票等と比較する等）

１－４ 独自計算の考え方と利用時の注意事項
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独自計算



１－５ 省エネルギー量・生産性向上率とは

省エネルギー量・生産性向上率の計算の基本的な考え方

本事業では、交付申請時に、省エネ性及び生産性能の高い生産設備への更新による効果を「省エネルギー量」、
及び「生産性向上率」で示す必要があります。

「省エネルギー量」、及び「生産性向上率」は、前述の「指定計算」もしくは「独自計算」のいずれかの計算方法に
よって算出してください。

省エネルギー量の考え方

省エネルギー量とは、既存設備と導入予定設備の、更新前後のエネルギー使用量の差分とします。同時に複数の
生産設備を導入する場合は、複数の生産設備の省エネルギー量を合算し、事業全体の省エネルギー量とします。

※本事業の省エネルギー量は、電力削減量のみとなります。ガス、油など電気以外の削減量は加味しません。

※対象設備の更新による省エネルギー量のみを評価するため、それ以外の省エネルギー量は加味できません。
例えば、対象となる生産設備以外に生産ライン全体を更新する場合でも、生産ライン全体の省エネルギー効果
は、本事業では加味することはできません。

既存設備
エネルギー使用量

（kWh/年）

導入予定設備
エネルギー使用量

（kWh/年）
－ ＝

省エネルギー量
（kWh/年）
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 生産性向上率の考え方

本事業における生産性向上率は、「1サイクル当たりの所要時間」を基に評価します。1サイクルとは、「一定の条件
（一定の仕事をする、一定の生産量を生み出す等）における期間」を言います。したがって、既存設備（指定計算
の場合は導入予定設備の一代前モデル）と導入予定設備を比較した際の、「1サイクル当たりの所要時間の短縮
率」が生産性向上率となります。

＜1サイクル当たりの所要時間の考え方＞

※設備区分ごとに1サイクル及び加工時間、待機時間の定義は異なります。

＜生産性向上率の計算の考え方＞

※上記例の場合

生産性向上率＝｛（既存設備①＋②）－（導入予定設備③＋④）｝÷（既存設備①＋②）×100

＝（210－190）÷ 210 × 100 ＝ 9.523（%）

１－５ 省エネルギー量・生産性向上率とは

既存設備
1サイクル当たりの所要時間

（秒）

導入予定設備
1サイクル当たりの所要時間

（秒）
－

既存設備
1サイクル当たりの所要時間

（秒）

× 100 ＝
生産性向上率

（％）

既存設備
（一代前モデル）

電源ON時間

①待機時間
（30秒）

②加工時間
（180秒）

①待機時間
（30秒）

②加工時間
（180秒）

導入予定設備

加工時間…実際の加工時間

待機時間…加工前後の準備時間

1サイクル当たりの
所要時間

電源ON時間

③待機時間
（30秒）

④加工時間
（160秒）

③待機時間
（30秒）

④加工時間
（160秒）
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更新範囲の考え方

本事業では、既存設備から導入予定設備へ更新する生産設備同士を紐づけした範囲を、「更新範囲」と言いま
す。更新範囲ごとに、年間稼働日数や年間生産量等の稼働条件をそろえて（※）、省エネルギー量、及び生産
性向上率の計算を行います。※ただし、加工速度等の向上によって稼働時間が短くなる場合を除きます。

＜注意事項＞
• 同じ更新範囲の中で、既存設備と導入予定設備の計算は同じ計算方法を選択してください。

（以下①②いずれか一方のみ選択可能です）

• 指定計算では、1つの更新範囲において、導入予定設備は1台しか登録できません。導入予定設備が複数台
ある場合は、台数分の更新範囲を登録してください。

 生産設備の更新の要件について

生産設備を更新するに当たって、導入予定設備は、既存設備と同様の作業目的（加工や製作等）が達成でき
ることが要件となります。作業目的が全く異なる生産設備への入れ替えは、本事業における更新とはみなしません。

１－６ 更新範囲とは

導入予定設備の計算既存設備の計算

指定計算

独自計算

指定計算

独自計算

①

②

13

更新範囲名
「自動車部品生産エリア」
生産量：100ｔ/年

更新範囲名
「生活用品生産エリア」

稼働時間：2,400時間/年

自動車部品生産エリアに設置の設備Aを設備Bへ更新する

例

【既存設備】
生産設備A

【導入予定設備】
生産設備B

【既存設備】
生産設備C

【導入予定設備】
生産設備D

生活用品生産エリアに設置の設備Cを設備Dへ更新する

13
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第2章 補助事業ポータルへの入力方法

14



 省エネルギー量・生産性向上率の計算に関わる情報 入力の流れ

省エネルギー量、及び生産性向上率の計算に関わる情報は以下の流れで登録します。
※「交付申請の手引き」の「５-４設備情報の登録～省エネルギー量・生産性向上率の計算の実施」にて、省エネ
ルギー量、及び生産性向上率の計算の概要を説明しています。

２－１ 計算方法の検討

更新前後の設備情報を登録
します。

更新前後の設備を１
つの組み合わせとして
更新範囲を定め、更
新範囲に省エネル
ギー量、及び生産性
向上率を算出する為
の情報を登録します。

計算結果に対する
裕度を登録します。

更新範囲に、登録された既存設
備、導入予定設備を紐づけし、
必要情報を登録します。
※指定計算・独自計算で登録
方法が異なります。

更新範囲
の登録

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

【指定計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

計算結果を確認します。

複数の更新範囲が必要な場合は
繰り返し登録

設備情報
の登録

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備

計算結果の確認
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既存設備情報の登録

「既存設備登録 画面」の項目を示します。カタログ・仕様書・銘板等を確認し誤りがないように入力してください。

＜申請書詳細 画面＞

＜既存設備登録 画面＞

２－２ 既存設備の登録

「既存設備登録」をクリック
※設備を追加する場合は、保存後再度クリック

と の選択後「確定」をクリック
→ 既存設備情報を入力する画面を表示

1 2

1

2

～ 入力後、
「保存」をクリック

3

4

5

6

7

3 7

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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下表の説明を参考に、既存設備情報を入力します。
※英数字は半角で入力すること

２－２ 既存設備の登録

No. 項目名 入力方法 説明 備考

設備区分 プルダウン
「工作機械」「プラスチック加工機械」「プレ
ス機械」「印刷機械」から選択する。

種別 プルダウン 既存設備の種別を選択する。

メーカー 手入力 既存設備のメーカー名を入力する。

既存設備のカタログ・仕様書・銘板等を
参照。

製品名 手入力 既存設備の製品名を入力する。

型番 手入力 既存設備の製品型番を入力する。

台数 手入力 で登録した型番の台数を入力する。

設置年 プルダウン 既存設備が設置された年を選択する。
設置年が不明な場合は、固定資産台
帳に記載されている、既存設備の設置
年（取得年）を選択する。

2

3

4

5

6

7

1

5
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導入予定設備情報の登録

「導入予定設備登録 画面」の項目を示します。
見積書・仕様書・製品情報証明書等を確認し誤りがないように入力してください。

<申請書詳細 画面>

<導入予定設備登録 画面>

２－３ 導入予定設備の登録

「導入予定設備登録」をクリック
※設備を追加する場合は、保存後再度クリック

と の選択後「確定」をクリック
→ 既存設備情報を入力する画面を表示

1 2

1

2

表示された「型番マスタ検索」をクリック
※この時点では、メーカー・製品名・型番
は空白です。

3

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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２－３ 導入予定設備の登録

＜導入したい設備が表示されない場合＞
「型番マスタ」の検索結果に導入したい設備が表示されない場合は、「本事業の基準を満たした製品ではない」または「メーカーが登録してい
ない」ことが想定されるため、一度メーカーに確認のうえ、ＳＩＩへお問合せください。

<型番マスタ検索 画面>

下表の説明を参考に、検索項目を入力します。

3

3-1

3-2

3-3

No. 項目名 入力方法 説明 備考

検
索
条
件

メーカー 手入力 導入予定設備のメーカー名を入力する。
メーカー名は必ず入力して検索し
てください。

製品名 手入力 導入予定設備の製品名を入力する。 見積書・仕様書・製品情報証明
書を参照。

※未入力でも検索可能です。型番 手入力 導入予定設備の製品型番を入力する。

3-1

3-2

3-3

メーカー名を入力し、「検索実行」をクリック

3

表示された検索結果から、導入予定設備
を探し、「選択」をクリック

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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下表の説明を参考に、導入予定設備情報を入力します。

２－３ 導入予定設備の登録

No. 項目名 入力方法 説明

設
備
情
報

メーカー 自動表示

「型番マスタ検索」による選択結果に応じて、表示される。製品名 自動表示

型番 自動表示

台数 手入力
当該型番の導入予定台数を入力する。
※誤入力がないように「見積書」と台数の一致を確認すること。

検索結果に導入予定設備が表示されない、又は検索結果がない旨のメッセージが表示された場合は、以下を確
認のうえ、再検索をお試しください。

• 「種別」、「型番」の入力に誤りがないか、確認してください。
（文字数の多い型番の場合は、型番名すべてを入力しなくても検索は可能です。

例：ABC123-LMNxyz⇒ABC123で検索する等）

※入力に誤りがなく検索結果に導入予定設備が表示されない、又は検索結果がない旨のメッセージが表示される場合は、
「本事業の基準を満たした製品ではない」または「メーカーが登録していない」ことが想定されます。一度メーカーに確認のう
え、ＳＩＩへお問い合わせください。

4-1

4-2

4-3

4-4

4

検索結果で「選択」した製品情報が自動反映されて
いることを確認
※型番マスタに登録されている設備情報が自動反映

されますので、入力は不要です（ 台数は、
必ず入力してください）。

4-1

4-2

4-3

4-4

4

4-4

入力後「保存」をクリック
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指定計算の更新範囲の登録

既存設備から導入予定設備へ更新する生産設備同士を紐づけし、省エネルギー量、及び生産性向上率を計算する範
囲を設定するため、更新範囲を登録します。
指定計算と独自計算で入力方法が異なります。本項目では指定計算の場合の登録方法について説明します。
※独自計算についてはP.35ページから参照してください。

＜申請書詳細画面＞

＜更新範囲詳細 画面＞

＜更新範囲登録 画面＞

指定計算では、設備区分によって更新範囲の登録方法が一部異なります。

• 導入予定設備の種別が「工作機械」で、指定計算を行う場合 ⇒P.22へ
• 導入予定設備の種別が「プラスチック加工機械、プレス機械」で、指定計算を行う場合 ⇒P.23へ
• 導入予定設備の種別が「印刷機械」で、指定計算を行う場合 ⇒P.24へ

２－４ 更新範囲の登録

「更新範囲登録」をクリック

指定計算

「申請書詳細 画面」を下部までスクロールし、「省エネルギー効果計算
（総括）」から、計算を行う設備区分の「詳細」をクリック

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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「指定計算」を選択すると
入力欄が表示されます。



＜「工作機械」で指定計算を行う場合＞

下表の説明を参考に、計算時に使用する更新範囲を登録します。

Ｐ.25 「2-5 省エネルギー量・生産性向上率の計算」に続く

２－４ 更新範囲の登録

No. 項目名 入力方法 説明 備考

計算方法 プルダウン 「指定計算」を選択する。

比較対象 自動表示 「一代前モデル」が自動表示される。

算出方法 自動表示 「年間稼働時間」が自動表示される。

工作機械種別 プルダウン
「レーザ加工機」「レーザ加工機以外」から選択す
る。

加工条件 手入力
製品情報証明書に記載の「加工条件」を転記す
る。

加工物材質 手入力
製品情報証明書に記載の「加工物材質」を転記
する。

更新範囲名 手入力
更新範囲ごとに識別用の名称を設定する。

例）自動車部品製造ライン 等

年間稼働日数 手入力 既存設備の年間稼働日数を入力する。

この後に登録する「1日当たり
の稼働時間」と掛け合わせて
「年間稼働時間」が算出され
る。

1

2

3

指定計算

1

2

3

4

5

6

7

8

4

5

7 8

～ を入力し「更新範囲追加」をクリック
必要数分の更新範囲を追加してください

6
1 6
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入力後「保存」をクリック



＜ 「プラスチック加工機械、プレス機械」で指定計算を行う場合＞

下表の説明を参考に、計算時に使用する更新範囲を登録します。

Ｐ.25 「2-5 省エネルギー量・生産性向上率の計算」に続く

２－４ 更新範囲の登録 指定計算

1

2

3

4

5

6 7

～ を入力し「更新範囲追加」をクリック
必要数分の更新範囲を追加してください

1 5

No. 項目名 入力方法 説明 備考

計算方法 プルダウン 「指定計算」を選択する。

比較対象 自動表示 「一代前モデル」が自動表示される。

算出方法 自動表示 「年間稼働時間」が自動表示される。

加工条件 手入力
製品情報証明書に記載の「加工条件」を転記す
る。

加工物材質 手入力
製品情報証明書に記載の「加工物材質」を転記
する。

更新範囲名 手入力
更新範囲ごとに識別用の名称を設定する。

例）自動車部品製造ライン 等

年間稼働日数 手入力 既存設備の年間稼働日数を入力する。

この後に登録する「1日当たり
の稼働時間」と掛け合わせて
「年間稼働時間」が算出され
る。

1

2

3

4

6

5

7

入力後「保存」をクリック
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＜「印刷機械」で指定計算を行う場合＞

下表の説明を参考に、計算時に使用する更新範囲を登録します。

２－４ 更新範囲の登録

No. 項目名 入力方法 説明 備考

計算方法 プルダウン 「指定計算」を選択する。

比較対象 自動表示 「一代前モデル」が自動表示される。

算出方法 プルダウン
年間稼働時間を基に計算を行う場合は「年間稼
働時間」、年間生産量を基に計算を行う場合は
「年間生産量」を選択する。

生産量の単位 プルダウン
製品情報証明書に記載の「1サイクル当たりの生
産量」の単位を、「m、枚、ショット数、m2」から選
択する。

加工条件 手入力
製品情報証明書に記載の「加工条件」を転記す
る。

加工物材質 手入力
製品情報証明書に記載の「加工物材質」を転記
する。

更新範囲名 手入力 更新範囲ごとに識別用の名称を設定する。

年間生産量 手入力
算出方法で「年間生産量」を選択した場合は、
既存設備の年間生産量を入力する。

年間稼働日数 手入力
算出方法で「年間稼働時間」を選択した場合は、
既存設備の年間稼働日数を入力する。

この後に登録する「1日当たり
の稼働時間」と掛け合わせて
「年間稼働時間」が算出され
る。

4

6

5

7

指定計算

1

2

3

5

6

7 8

～ を入力し「更新範囲追加」をクリック
必要数分の更新範囲を追加してください

1 6

入力後「保存」をクリック

8

1

2

3
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9

9

4



指定計算を選択した場合の登録方法

「製品情報証明書」に記載されている導入予定設備とその一代前モデルの製品情報、及び既存設備の情報を登
録します。

＜更新範囲詳細 画面＞

＜省エネ計算一覧画面＞

＜省エネ計算一括登録画面＞

２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算

• 導入予定設備の種別が「工作機械、プレス機械」で、指定計算の場合 ⇒P.26へ
• 導入予定設備の種別が「プラスチック加工機」で、指定計算の場合 ⇒P.28へ
• 導入予定設備の種別が「印刷機械」で、指定計算の場合 ⇒P.30へ

指定計算

「一覧」をクリック

「一括登録」をクリック

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認

25
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２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算

＜「工作機械、プレス機械」で指定計算の場合 導入予定設備/一代前モデル情報＞ ※例は工作機械の場合。

指定計算

4

1

2

3

5

6

自動表示

7

8

9

10

11

12
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２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算

下表の説明を参考に、計算に必要な項目を入力し、既存設備と導入予定設備のエネルギー使用量、及び生産性向
上率を計算します。

＜「工作機械、プレス機械」で指定計算の場合 導入予定設備/一代前モデル情報＞

Ｐ.32「2-5 省エネルギー量・生産性向上率の計算」 ＜既存設備情報一覧＞に続く

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 製品情報証明書に記載の「種別」を選択する。 設備登録画面で登録
した情報がプルダウン
選択肢として表示され
る。製品型番

手入力／
プルダウン

製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「製品型番」を、それぞれ転記及び選
択する。

1サイクル当たり
加工時消費電力

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり加工時消費電力」を
転記する。

1サイクル当たり
加工時時間

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり加工時時間」を転記
する。

1サイクル当たり
加工時消費電力量

自動表示
「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

1サイクル当たり
待機時消費電力

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり待機時消費電力」を
転記する。

1サイクル当たり
待機時時間

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり待機時時間」を転記
する。

1サイクル当たり
待機時消費電力量

自動表示

「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

1サイクル当たりの所要時間 自動表示

1サイクル当たりの電力量 自動表示

1時間当たりの電力量 自動表示

1日当たりの稼働時間 自動表示

4

1

2

3

5

6

7

8

9

10

11

12

指定計算
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＜［プラスチック加工機」で指定計算の場合 導入予定設備/一代前モデル情報＞

自動表示

4

1

2

3

5

6

7

8

9
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２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算



下表の説明を参考に、計算に必要な項目を入力し、既存設備と導入予定設備のエネルギー使用量、及び生産性向
上率を計算します。

＜ 「プラスチック加工機」で指定計算の場合 導入予定設備/一代前モデル情報＞

Ｐ.32「2-5 省エネルギー量・生産性向上率の計算」 ＜既存設備情報一覧＞に続く

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 製品情報証明書に記載の「種別」を選択する。 設備登録画面で登録
した情報がプルダウン
選択肢として表示され
る。製品型番

手入力／
プルダウン

製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「製品型番」を、それぞれ転記及び選
択する。

1サイクル当たり
加工時消費電力

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり加工時消費電力」を
転記する。

1サイクル当たり
加工時時間

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり加工時時間」を転記
する。

1サイクル当たり
加工時消費電力量

自動表示
「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

1サイクル当たりの所要時間 自動表示

「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

1サイクル当たりの電力量 自動表示

1時間当たりの電力量 自動表示

1日当たりの稼働時間 自動表示

4

1

2

3

5

6

7

8

9
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２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算



＜「印刷機械」で指定計算の場合 導入予定設備/一代前モデル情報＞

30
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4

1

2

3

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

自動表示

２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算



下表の説明を参考に、計算に必要な項目を入力し、既存設備と導入予定設備のエネルギー使用量、及び生産性向
上率を計算します。

＜ 「印刷機械」で指定計算の場合 導入予定設備/一代前モデル情報＞

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 製品情報証明書に記載の「種別」を選択する。 設備登録画面で登録
した情報がプルダウン
選択肢として表示され
る。製品型番

手入力／
プルダウン

製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「製品型番」を、それぞれ転記及び選
択する。

1サイクル当たり
加工時消費電力

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり加工時消費電力」を
転記する。

1サイクル当たり
加工時時間

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり加工時時間」を転記
する。

1サイクル当たり
加工時消費電力量

自動表示
「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

1サイクル当たり
待機時消費電力

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり待機時消費電力」を
転記する。

1サイクル当たり
待機時時間

手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たり待機時時間」を転記
する。

1サイクル当たり
待機時消費電力量

自動表示

「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

1サイクル当たりの所要時間 自動表示

1サイクル当たりの電力量 自動表示

1サイクル当たりの生産量 手入力
製品情報証明書に記載の一代前モデル及び導
入設備の「1サイクル当たりの生産量」を転記す
る。

1時間当たりの電力量 自動表示

「計算」ボタンを押したタイミングで、入力情報を
基に自動計算された結果が表示される。

単位生産量当たりの
所要時間

自動表示

1日当たりの稼働時間 自動表示

4

1

2

3

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14
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２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算



※印刷機械の場合、P.24 で設定している「算出方法」を確認して登録してください。

＜既存設備情報一覧＞ ※算出方法が年間稼働時間の場合

＜既存設備情報一覧＞ ※算出方法が年間生産量の場合（印刷機械のみ）

※既存設備が複数台ある場合は、「行追加」をクリックして、追加登録してください。

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 既存設備の種別を選択する。
設備登録画面で登録した情報がプ
ルダウン選択肢として表示される。

製品名/型番 プルダウン
事前に登録した既存設備の「製品名
/型番」から選択する。

1日当たりの稼働時間 手入力

年間を通じて平均的な1日当たりの
稼働時間（h）を入力する。
※複数台であっても1台分の値を入
力する。

単位は、小数点2桁で入力可。
例）7時間15分：7.25

7時間30分：7.5
7時間45分：7.75

台数 手入力
で選択した「製品名/型番」の台

数を入力する。
4

1

2

3

2

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 既存設備の種別を選択する。
設備登録画面で登録した情報がプ
ルダウン選択肢として表示される。

製品名/型番 プルダウン
事前に登録した既存設備の「製品名
/型番」から選択する。

年間生産量 手入力
年間生産量を入力する。
※複数台であっても1台分の値を入
力する。

単位は、小数点1桁で入力可。

台数 手入力
で選択した「製品名/型番」の台

数を入力する。

4

1

2

3

2

3

1 2 3 4

1 2 3 4

「行追加」をクリック

入力後「保存」をクリック
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入力内容の確認へ

２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算



入力内容の確認

保存ボタン押下後、入力内容を確認してください。

＜省エネ計算一覧画面 申請者情報＞
申請書情報は、製品情報証明書と同じ内容が表示されているか確認してください。

※入力した内容に誤りがなく、表示内容が製品情報証明書の内容と異なっている場合は、ＳＩＩへお問い合
わせください。

２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算
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既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認

製品情報証明書と同じ内容に
なっているか確認してください。



＜省エネ計算一覧画面 導入予定設備/既存設備情報一覧＞
更新範囲の登録（P.21）や既存設備情報一覧の登録（P.32）で入力した内容に誤りがないか確認してくださ
い。※導入予定設備の情報やエネルギー使用量等は、登録された既存設備の情報を基に自動計算されて表示さ
れています。

※既存設備を複数台登録した場合

指定計算では、導入予定設備/既存設備情報一覧内の既存設備の情報は、製品名/型番毎に1台分の情報
が表示されています。
既存設備の台数を複数台登録した場合、台数を加味したエネルギー使用量については、申請者情報内の更新
範囲情報の、省エネルギー量「既存エネルギー使用量(合計)」に表示されています。

確認後、更新範囲詳細画面に戻り、整合性チェックを行います。エラーメッセージが表示されないことを確認してくだ
さい。エラーメッセージが表示された場合は、メッセージにそって適切に修正してください。

指定計算の場合の、省エネルギー量、及び生産性向上率の計算の登録は以上です。
次ページから、独自計算の場合の登録説明になります。独自計算の登録が不要な場合は、P.43「2-8 登録情報
の確認」へ続いてください。

２－５ 省エネルギー量・生産性向上率の計算 指定計算
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1台分の値が表示されている

「更新範囲詳細画面へ」をクリックし
更新範囲詳細 画面に戻る

「整合性チェック」ボタンをクリック
エラーメッセージが表示された場合は、
メッセージにそって適切に修正してください。

台数を加味した値が表示されている



独自計算の更新範囲の登録

既存設備から導入予定設備へ更新する生産設備同士を紐づけし、省エネルギー量、及び生産性向上率を計算する範
囲を設定するため、更新範囲を登録します。
指定計算と独自計算で入力方法が異なります。本章では独自計算の場合の登録方法について説明します。
※指定計算についてはP.21ページから参照してください。

＜申請書詳細画面＞

＜更新範囲詳細 画面＞

２－６ 更新範囲の登録

「申請書詳細 画面」を下部までスクロールし、「省エネルギー効果計算
（総括）」から、計算を行う設備区分の「詳細」をクリック

独自計算

「更新範囲登録」をクリック

1

2

3 4

「更新範囲追加」を
クリックすると入力欄
が表示されます。

「独自計算」を選択

入力後「保存」をクリック

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

計算結果の確認

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備

35

第2章 補助事業ポータルへの入力方法



下表の説明を参考に、計算時に使用する更新範囲を登録します。

２－６ 更新範囲の登録

No. 項目名 入力方法 説明 備考

計算方法 プルダウン 「独自計算」を選択する。

比較対象 自動表示 「既存設備」が自動表示される。

更新範囲名 手入力
更新範囲ごとに識別用の名称を設定する。

例）自動車部品製造ライン 等

生産性向上率 手入力
独自に計算した更新範囲における生産性向上率
の値を入力する。

計算裕度を加味した値を入
力してもよい。

1

2

3

4
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独自計算



既存設備のエネルギー使用量の登録

省エネルギー量を計算するため、既存設備のエネルギー使用量（年間電力使用量）等の情報を登録します。

＜更新範囲詳細 画面＞

＜省エネ計算一覧画面＞

次ページへ続く

「一覧」をクリック

「省エネ計算登録（既存）」をクリック

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

計算結果の確認

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備
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２－７ 省エネルギー量・生産性向上率の計算の登録 独自計算



＜既存設備 省エネ計算登録画面＞

下表の説明を参考に、既存設備の情報及びエネルギー使用量（年間電力使用量）を登録します。

4

1

2

3

独自で計算した結果を正しく
転記してください。

入力後「保存」をクリック

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 事前に登録した種別から該当の種別を選択する。

製品名/型番 プルダウン
事前に登録した既存設備の型番から該当する型
番を選択する。

台数 手入力
で選択した「製品名/型番」の、既存設備の

台数を入力する。

年間電力使用量 手入力
独自に計算したエネルギー使用量（年間電力使
用量）の値を入力する。
※複数台ある場合は、複数台分の値を入力する。

計算裕度を加味しない
値を入力すること。

4

1

2

3
2

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

計算結果の確認

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備
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２－７ 省エネルギー量・生産性向上率の計算の登録 独自計算



導入予定設備のエネルギー使用量の登録

省エネルギー量を計算するため、導入予定設備のエネルギー使用量（年間電力使用量）等の情報を登録します。

＜更新範囲詳細 画面＞

＜省エネ計算一覧画面＞

次ページへ続く

「一覧」をクリック

「省エネ計算登録（導入予定）」をクリック

登録した「既存設備省エネ計
算」の情報が反映されています。

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

計算結果の確認

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備
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２－７ 省エネルギー量・生産性向上率の計算の登録 独自計算



＜導入予定設備 省エネ計算登録画面＞

下表の説明を参考に、導入予定設備の情報、及びエネルギー使用量（年間電力使用量）を登録します。

入力後「保存」をクリック

独自で計算した結果を正しく
転記してください。

4

1

2

3

No. 項目名 入力方法 説明 備考

種別 プルダウン 事前に登録した種別から該当の種別を選択する。

製品名/型番 プルダウン
事前に登録した既存設備の型番から該当する型
番を選択する。

台数 手入力
で選択した「製品名/型番」の、既存設備の

台数を入力する。

年間電力使用量 手入力
独自に計算したエネルギー使用量（年間電力使
用量）の値を入力する。
※複数台ある場合は、複数台分の値を入力する。

計算裕度を加味しない
値を入力すること。

4

1

2

3
2

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

計算結果の確認

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備
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２－７ 省エネルギー量・生産性向上率の計算の登録 独自計算



入力内容の確認
保存ボタン押下後、入力内容を確認してください。

確認後、更新範囲詳細画面に戻り、整合性チェックを行います。エラーメッセージが表示されないことを確認してくだ
さい。エラーメッセージが表示された場合は、メッセージにそって適切に修正してください。
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既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

計算結果の確認

更新範囲
の登録

【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

既存設備

導入予定設備

２－７ 省エネルギー量・生産性向上率の計算の登録 独自計算

入力した独自に計算した結果が正しく反映
されていることを確認してください。

「整合性チェック」ボタンをクリック
エラーメッセージが表示された場合は、
メッセージにそって適切に修正してください

「更新範囲詳細画面へ」をクリックし
更新範囲詳細 画面に戻る



補助事業ポータルでは、以下の順番で情報の登録を進めていきます。 「設備情報」「更新範囲」の情報に基づき、「既
存設備」と「導入予定設備」の省エネルギー量、及び生産性向上率が自動で計算されます。万が一、省エネルギー量、
及び生産性向上率の計算後に、計算結果に影響のある情報を更新した場合は、再計算を行う必要があります。

※情報の登録を行う際は、見積書や製品情報証明書等を準備のうえ、入力間違いがないよう注意してください。

■再計算手順

■整合性チェック手順

＜参考＞ 登録情報を更新した場合の再計算方法

「要計算」の欄に「○」が表示されている場合は、
再計算が必要なため、「一覧」をクリック

「要計算」の欄に「○」が表示されている
場合は、「計算」ボタンをクリック

「○」が消えていることを確認できれば
再計算完了です

「更新範囲詳細」画面に戻り「整合性チェック」ボタンをクリック
エラーメッセージが表示された場合は、メッセージにそって適切に修正してください

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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 登録情報の確認

「申請書詳細 画面」の 「導入予定設備一覧」 「既存設備一覧」 で、既存設備・導入予定設備の登録漏れが
無いかを確認してください。

＜申請書詳細 画面＞

２－８ 登録情報の確認

登録情報を確認して問題ない場合は、
次ページを参照して、計算裕度を設定してください。

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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計算裕度とは

運用実態や計算誤差を考慮して加味された安全率です。

本補助金においては、本事業完了後に提出する成果報告時に交付申請時点の計画省エネルギー量を達成できな
かった場合、補助金の返還を求める場合があります。
ＳＩＩのロジックで計算する[指定計算]を用いた場合でも、計算結果の責任は申請事業者が負うことになります。
実現性の高い省エネルギー量で申請するため、[指定計算]・[独自計算] にかかわらず省エネルギー量の算出後、
設備毎に計算誤差やデータ精度等を考慮し、計算裕度を設定してください。

計算裕度の設定

設備区分ごとの省エネルギー量に対して計算裕度を登録します。

＜申請書詳細 画面＞

＜計算裕度登録 画面＞

登録が完了すると、「申請書詳細 画面」に戻ります。
「省エネルギー効果計算(総括)」の「計画省エネルギー量」欄に、裕度が加味された省エネルギー量が表示されます。
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２－９ 計算裕度の設定

［計算裕度登録］をクリックし、

「計算裕度登録 画面」を表示

１

■申請書詳細

１

「計算裕度登録」をクリック

■裕度登録

保存

内容を確認し、問題がなけ

れば[保存]をクリック

３

■裕度選択

裕度（プルダウン）

設備区分ごとに0～20％の裕

度を選択

2

※「裕度」欄には標準値として

10％が入力されています。

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認

第2章 補助事業ポータルへの入力方法

入力後「保存」をクリック
３

２



２－１０ 省エネルギー量・生産性向上率の確認

事業全体での省エネルギー量・生産性向上率の確認

計算された省エネルギー量、及び生産性向上率の算出結果が、申請書詳細画面の省エネルギー効果計算（総
括）に表示されています。
申請する補助事業の省エネルギー量、及び生産性向上率を必ず確認してください。

＜申請書詳細 画面＞-＜省エネルギー効果計算（総括）＞

これで、すべての必要情報の登録～省エネルギー量・生産性向上率の計算は完了です。

最後に、次章に記載の必要添付書類を確認してください。

既存設備

導入予定設備

設備情報の登録

省エネルギー量・
生産性向上率
の確認

計算裕度の
設定

更新範囲
の登録

【指定計算】／【独自計算】
省エネルギー量・生産性向上率の計算

設備情報
の登録

計算結果の確認
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※計画省エネルギー量は、
計算裕度が加味された合計値が
表示されます。



第3章 添付書類
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３－１ 必要添付書類

第3章 添付書類

必要添付書類

省エネルギー量、及び生産性向上率の計算の過程と、その結果の証憑書類として、計算方法に応じて下表に示す証憑
書類を提出してください。

※1 該当する箇所に蛍光マーカー等で印をつけ、転記した箇所がわかるようにしてください。
※2 カタログ・仕様書に、設備の仕様情報が不足している場合は、メーカー等に相談のうえ、必要情報の記載がある

証憑書類を用意してください。
※3 指定計算では、計算に用いた稼働状況の数値の根拠となる資料の提出は必須ではありませんが、申請状況に

よっては補助事業ポータルに入力された値の妥当性を確認するため、提出を求める場合がありますので、書類
は大切に保管しておいてください。

※4 独自計算の考え方を第三者にもわかるように示してください。計算に用いる数値の根拠についても記載が必要です。
No.2～4のほかにも計算に用いた根拠書類がある場合は、それらも必ず添付してください。

ここまでの確認が終わりましたら、別途公開の「交付申請の手引き」に戻り、 「５-５ 見積・発注情報を登録する」へ
進んでください。

No.
計算方法

提出が必要となる証憑書類 交付申請書類
指定 独自

1 ○ 製品情報証明書
【添付9】
製品情報証明書

2 ○

既存設備の仕様の根拠書類 ※1、※2

例) 既存設備の製品カタログ
必要な能力値等を示せる資料（仕様書等）

【添付10】
省エネルギー量独自計算書

3 ○

導入予定設備の仕様の根拠書類 ※1、※2

例) 導入予定設備の製品カタログ
必要な能力値等を示せる資料（仕様書等）

4 ※3 ○

既存設備の実稼働状況の根拠

例) 生産設備の稼働時間や生産量等が記載された資料 ※3
電力使用量等の実測データ

5 ○

省エネルギー量・生産性向上率の計算過程 ※4

例）計算過程説明書（計算式含む）
No.2～4以外で計算に使用した根拠書類
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＜参考＞
省エネルギー量・生産性向上率の計算

～計算手順と計算式～

① 工作機械 ･･････････ P.49
② プラスチック加工機械 ･･････････ P.51
③ プレス機械 ･･････････ P.53
④ 印刷機械 ･･････････ P.55
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 工作機械の指定計算の計算手順と計算式

工作機械の指定計算では下記の考えに基づき、ポータルシステムで計算を行っています。

１. 導入予定設備とその一代前モデルの、年間電力使用量と生産性向上率を算出するための数値
をそれぞれ計算する（メーカー発行の製品情報証明書の情報をもとに入力する）

以下の情報を用いて、1サイクル当たりの加工時および待機時の消費電力量を求める。

上記情報をもとに1サイクル当たりの所要時間および電力量を求める。

上記情報をもとに、1時間当たりの電力量を求める。

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力量
[kWh]

加工時
消費電力

[kW]
＝

※次ページに続く

＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～

待機時
時間
[s]

×
待機時

消費電力量
[kWh]

待機時
消費電力

[kW]
＝

待機時
時間
[s]

＋
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

加工時
時間
[s]

＝

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

待機時
消費電力量

[kWh]
＋

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

加工時
消費電力量

[kWh]
＝

1サイクル当たりの
所要時間

[s]

1時間当たりの
電力量
[kWh]

＝

※単位換算による端数処理の影響を少なくするため

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力
[kW]

待機時
時間
[s]

×
待機時

消費電力
[kW]

＋ ÷

＜参考＞①工作機械の計算式

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

÷
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

＝

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値

49



2．既存設備と導入設備の、年間電力使用量を計算する
（申請者が把握している稼働状況をもとに入力する）

年間稼働時間の情報を用いて、年間電力使用量を求める。
計算に当たって、以下の前提条件とする。
• 既存設備の年間電力使用量は、一代前モデルの1時間当たりの電力量の数値を用いて計算する。
• 導入設備の1日当たりの稼働時間は、1サイクル当たりの所要時間の比率（加工速度比）をもとに計算する。
• 年間稼働日数については、既存設備も導入設備も同じとする。

＜参考＞①工作機械の計算式

×

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

＝×

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

導入設備
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

÷

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
×

年間稼働日数
[日]

年間稼働日数
[日]

3．年間電力削減量（省エネルギー量）と生産性向上率を算出する

年間電力削減量（省エネルギー量）を求める。

生産性向上率を求める。

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
－ ＝ 年間電力削減量

[kWh]

－ × 100 ＝ 生産性向上率
[%]

導入設備
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

÷

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

＝

一代前モデル
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

導入設備
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



 プラスチック加工機械の指定計算の計算手順と計算式

プラスチック加工機械の指定計算では下記の考えに基づき、ポータルシステムで計算を行っています。

１. 導入予定設備とその一代前モデルの、年間電力使用量と生産性向上率を算出するための数値
をそれぞれ計算する（メーカー発行の製品情報証明書の情報をもとに入力する）

以下の情報を用いて、1サイクル当たりの加工時の消費電力量を求める。

※プラスチック加工機械においては、以下の前提とする。
• 加工時間＝1サイクル当たりの所要時間
• 加工時消費電力＝1サイクル当たりの電力量

上記情報をもとに、1時間当たりの電力量を求める。

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力量
[kWh]

加工時
消費電力

[kW]
＝

※次ページに続く

1サイクル当たりの
所要時間

[s]

加工時
時間
[s]

＝

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

加工時
消費電力量

[kWh]
＝

1サイクル当たりの
所要時間

[s]

1時間当たりの
電力量
[kWh]

＝

※単位換算による端数処理の影響を少なくするため

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力
[kW]

÷

＜参考＞②プラスチック加工機械の計算式

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

÷
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

＝

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



2．既存設備と導入設備の、年間電力使用量を計算する
（申請者が把握している稼働状況をもとに入力する）

年間稼働時間の情報を用いて、年間電力使用量を求める。
計算に当たって、以下の前提条件とする。
• 既存設備の年間電力使用量は、一代前モデルの1時間当たりの電力量の数値を用いて計算する。
• 導入設備の1日当たりの稼働時間は、1サイクル当たりの所要時間の比率（加工速度比）をもとに計算する。
• 年間稼働日数については、既存設備も導入設備も同じとする。

＜参考＞②プラスチック加工機械の計算式

3．年間電力削減量（省エネルギー量）と生産性向上率を算出する

年間電力削減量（省エネルギー量）を求める。

生産性向上率を求める。

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
－ ＝ 年間電力削減量

[kWh]

－ × 100 ＝ 生産性向上率
[%]

導入設備
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

÷

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

×

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

＝×

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

導入設備
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

÷

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
×

年間稼働日数
[日]

年間稼働日数
[日]

＝

一代前モデル
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

導入設備
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



 プレス機械の指定計算の計算手順と計算式

プレス機械の指定計算では下記の考えに基づき、ポータルシステムで計算を行っています。

１. 導入予定設備とその一代前モデルの、年間電力使用量と生産性向上率を算出するための数値
をそれぞれ計算する（メーカー発行の製品情報証明書の情報をもとに入力する）

以下の情報を用いて、1サイクル当たりの加工時および待機時の消費電力量を求める。

上記情報をもとに1サイクル当たりの所要時間および電力量を求める。

上記情報をもとに、1時間当たりの電力量を求める。

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力量
[kWh]

加工時
消費電力

[kW]
＝

※次ページに続く

待機時
時間
[s]

×
待機時

消費電力量
[kWh]

待機時
消費電力

[kW]
＝

待機時
時間
[s]

＋
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

加工時
時間
[s]

＝

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

待機時
消費電力量

[kWh]
＋

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

加工時
消費電力量

[kWh]
＝

1サイクル当たりの
所要時間

[s]

1時間当たりの
電力量
[kWh]

＝

※単位換算による端数処理の影響を少なくするため

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力
[kW]

待機時
時間
[s]

×
待機時

消費電力
[kW]

＋ ÷

＜参考＞③プレス機械の計算式

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

÷
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

＝

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



2．既存設備と導入設備の、年間電力使用量を計算する
（申請者が把握している稼働状況をもとに入力する）

年間稼働時間の情報を用いて、年間電力使用量を求める。
計算に当たって、以下の前提条件とする。
• 既存設備の年間電力使用量は、一代前モデルの1時間当たりの電力量の数値を用いて計算する。
• 導入設備の1日当たりの稼働時間は、1サイクル当たりの所要時間の比率（加工速度比）をもとに計算する。
• 年間稼働日数については、既存設備も導入設備も同じとする。

＜参考＞③プレス機械の計算式

3．年間電力削減量（省エネルギー量）と生産性向上率を算出する

年間電力削減量（省エネルギー量）を求める。

生産性向上率を求める。

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
－ ＝ 年間電力削減量

[kWh]

－ × 100 ＝ 生産性向上率
[%]

導入設備
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

÷

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

×

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

＝×

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

導入設備
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

÷

一代前モデル
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
×

年間稼働日数
[日]

年間稼働日数
[日]

＝

一代前モデル
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

導入設備
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



 印刷機械の指定計算の計算手順と計算式

印刷機械の指定計算では下記の考えに基づき、ポータルシステムで計算を行っています。

１. 導入予定設備とその一代前モデルの、年間電力使用量と生産性向上率を算出するための数値
をそれぞれ計算する（メーカー発行の製品情報証明書の情報をもとに入力する）

以下の情報を用いて、1サイクル当たりの加工時および待機時の消費電力量を求める。

上記情報をもとに1サイクル当たりの所要時間および電力量を求める。

上記情報と、1サイクル当たりの生産量をもとに、エネルギー消費原単位を求める。

上記情報をもとに、1時間当たりの電力量を求める。

上記情報をもとに、単位生産量当たりの所要時間を求める。

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力量
[kWh]

加工時
消費電力

[kW]
＝

※次ページに続く

待機時
時間
[s]

×
待機時

消費電力量
[kWh]

待機時
消費電力

[kW]
＝

待機時
時間
[s]

＋
1サイクル当たりの

所要時間
[s]

加工時
時間
[s]

＝

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

(単位換算)
3600
[s→h]

÷

待機時
消費電力量

[kWh]
＋

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

加工時
消費電力量

[kWh]
＝

1サイクル当たりの
生産量

[m,枚,ショット数,m2]
÷

エネルギー消費
原単位

[kWh/m,枚,ショット数,m2]

1サイクル当たりの
電力量
[kWh]

＝

1サイクル当たりの
所要時間

[s]

1時間当たりの
電力量
[kWh]

＝

※単位換算による端数処理の影響を少なくするため

加工時
時間
[s]

×
加工時

消費電力
[kW]

待機時
時間
[s]

×
待機時

消費電力
[kW]

＋ ÷

1サイクル当たりの
生産量

[m,枚,ショット数,m2]
÷

単位生産量
当たりの所要時間

[s/m,枚,ショット数,m2]

1サイクル当たりの
所要時間

[s]
＝

＜参考＞④印刷機械の計算式

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



2．既存設備と導入設備の、年間電力使用量を計算する
（申請者が把握している稼働状況をもとに入力する）

年間生産量もしくは年間稼働時間の情報を用いて、年間電力使用量を求める。

■年間稼働時間を用いる場合
計算に当たって、以下の前提条件とする。
• 既存設備の年間電力使用量は、一代前モデルの1時間当たりの電力量の数値を用いて計算する。
• 導入設備の1日当たりの稼働時間は、単位生産量当たりの所要時間の比率（加工速度比）をもとに計算する。
• 年間稼働日数については、既存設備も導入設備も同じとする。

■年間生産量を用いる場合
計算に当たって、以下の前提条件とする。
• 既存設備の年間電力使用量は、一代前モデルのエネルギー消費原単位の数値を用いて計算する。
• 既存設備も導入設備も年間生産量は同じとする。

×
既存設備

年間電力使用量
[kWh]

年間生産量
[m,枚,ショット数,m2]

＝

※次ページに続く

＜参考＞④印刷機械の計算式

一代前モデル
エネルギー消費

原単位
[kWh/m,枚,ショット数,m2]

×
導入設備

年間電力使用量
[kWh]

年間生産量
[m,枚,ショット数,m2]

＝

導入設備
エネルギー消費

原単位
[kWh/m,枚,ショット数,m2]

×

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

＝×

既存設備
1日当たりの
稼働時間

[h]

÷

導入設備
年間電力使用量

[kWh]

×

年間稼働日数
[日]

年間稼働日数
[日]

＝

一代前モデル
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

導入設備
1時間当たりの

電力量
[kWh]

×

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値

導入設備
単位生産量

当たりの所要時間
[s/m,枚,ショット数,m2]

一代前モデル
単位生産量

当たりの所要時間
[s/m,枚,ショット数,m2]
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



3．年間電力削減量（省エネルギー量）と生産性向上率を算出する

年間電力削減量（省エネルギー量）を求める。

生産性向上率を求める。

凡 例

製品情報証明書から転記する値 実績又は計画に基づき入力する値 計算ロジックによって自動入力される値

既存設備
年間電力使用量

[kWh]

導入設備
年間電力使用量

[kWh]
－ ＝ 年間電力削減量

[kWh]

－

導入設備
単位生産量

当たりの所要時間
[s/m,枚,ショット数,m2]

÷

一代前モデル
単位生産量

当たりの所要時間
[s/m,枚,ショット数,m2]

一代前モデル
単位生産量

当たりの所要時間
[s/m,枚,ショット数,m2]

＜参考＞④印刷機械の計算式

× 100 ＝ 生産性向上率
[%]
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＜参考＞省エネルギー量・生産性向上率の計算～計算手順と計算式～



一般社団法人環境共創イニシアチブ

令和元年度補正予算

生産設備におけるエネルギー使用合理化等

事業者支援事業費補助金

補助金申請に関するお問い合わせ窓口

ＴＥＬ：０５７０－６６６－３１７ （ナビダイヤル）

※ ＩＰ電話からのお問い合わせ TEL：０４２－３０３－１５３９

受付時間：平日の10:00～12:00、13:00～17:00
（土曜、日曜、祝日を除く）

通話料がかかりますのでご注意ください。

ＳＩＩホームページ https://sii.or.jp/

お問い合わせ・相談・連絡窓口


